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政治資金監査に関する研修実施要領 

 

平成２０年１２月１０日 

政治資金適正化委員会決定 
改正 平成２２年１２月 ８日   
改正 平成２５年 ６月１２日   
改正 平成２９年 ３月３１日 
改正 平成３０年 ８月 ９日 
改正 令和 元年 ５月 １日 
改正 令和 ３年 ●月 ●日 

 

１ 研修の目的 

  政治資金規正法第１９条の２７第１項の規定による政治資金監査に関する

研修（以下「研修」という。）は、登録政治資金監査人が登録政治資金監査人

として必要な専門的知識を修得することを目的とする。 

 

２ 研修対象者 

  政治資金規正法第１９条の１８第１項の規定による登録政治資金監査人 

 

３ 研修時間及び内容 

  研修に要する時間は全体で３時間程度とし、そのうち講義時間は２時間半

程度とする。その内容及び時間配分は次のとおりとする。 

（１）以下の研修資料により、政治資金の制度に関する専門的知識及び政治資    

金監査に関する具体的な指針の講義を１時間程度行う。 

  ・「政治資金規正法のあらまし」 

  ・「政治資金監査に関する具体的な指針」のうち以下の項目 

   Ⅰ．政治資金監査の目的 

   Ⅱ．登録政治資金監査人 

   Ⅲ．国会議員関係政治団体 

（２）以下の研修資料により、政治資金監査に関する具体的な指針及びその他

の登録政治資金監査人として必要な専門的知識の講義を１時間半程度行

う。 

  ・「政治資金監査に関する具体的な指針」のうち以下の項目 

   Ⅳ．政治資金監査指針① 一般監査指針 

   Ⅴ．政治資金監査指針② 個別監査指針 

   Ⅵ．政治資金監査指針③ 会計責任者等に対するヒアリング 

資 料 １－１ 
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   Ⅶ．政治資金監査報告書 

   Ⅷ．その他の留意事項 

   ・参考資料 

  ・「政治資金監査関係法令集」 

 

４ 研修の実施 

  政治資金適正化委員会は次の研修を実施し、登録政治資金監査人はそのい

ずれかの研修を受けるものとする。 

（１）集合研修 

政治資金適正化委員会が定める日時及び会場において、研修受講者を集

めて実施する研修。 

（２）個別研修 

政治資金適正化委員会が個別の研修受講者ごとに定める日時及び会場に

おいて、当該個別の研修受講者に対して実施する研修。 

（３）リモート研修 

政治資金適正化委員会が個別の研修受講者ごとに定める期間において、

当該個別の研修受講者に対してインターネットを通じて実施する研修。 

 

５ 研修受講の手続 

  研修の受講申込手続については、次のとおりとする。 

（１）研修事前申込書の提出 

   研修の受講を希望する者は、氏名、登録番号、集合研修・個別研修・リ

モート研修の別及び受講希望日時（リモート研修の場合は受講希望月）を

記載した政治資金監査に関する研修事前申込書（別紙様式１）（以下「研修

事前申込書」という。）を、次の区分に従いそれぞれ定めるところにより、

政治資金適正化委員会に提出することとする。 

① 集合研修 原則として受講希望日の４週間前まで（必着） 

② 個別研修 原則として受講希望日の１週間前まで（必着）（受講可能な 

日時について、あらかじめ政治資金適正化委員会事務局に確認するこ

と。） 

③ リモート研修 政治資金適正化委員会が指定する申込期限まで（必着） 

（２）受講者の決定 

   政治資金適正化委員会は、研修事前申込書の記載内容を確認の上、定員
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の範囲内で研修受講者を速やかに決定し、次の区分に従いそれぞれ定める

ところにより各受講決定者に対して通知を行う。 

①集合研修・個別研修 研修を行う日時及び会場の所在地等を記載した政

治資金監査研修受講決定通知書（別紙様式２）を交付する。 

②リモート研修 受講に必要な情報（ID・パスワード、受講可能期間等）

を通知する。 

（３）政治資金監査研修申込書の提出 

   政治資金監査研修受講決定通知書を交付された者（リモート研修の場合

は、ID等の受講に必要な情報を通知された者）は、研修手数料６千円分の

収入印紙を貼付した政治資金監査研修申込書（別紙様式３）に必要な事項

を記入し、次の区分に従いそれぞれ定めるところにより、政治資金適正化

委員会に提出することとする。 

① 集合研修 政治資金監査研修受講決定通知書に記載の期日まで（必着） 

② 個別研修 研修日当日（持参） 

③リモート研修 予め通知された期日まで（必着） 

（４）政治資金監査研修受講票等の交付 

   政治資金適正化委員会は、政治資金監査研修申込書を提出した研修受講

者に対して政治資金監査研修受講票（別紙様式４）及び３の研修資料を交

付する。ただし、リモート研修の場合は、政治資金監査研修受講票は交付

しない。 

（５）研修手数料の取扱い 

   政治資金適正化委員会は、政治資金監査研修受講票及び研修資料の交付

を受けた者（リモート研修の場合は、研修資料の交付を受けた者）が以下

に該当することとなった場合においても、研修手数料を返還しない。ただ

し、研修の日時・会場・研修区分の変更は認めることとする。 

・ 自己の責任により研修を受講しないこととした場合 

・ 自己の責任により研修を途中で中断した場合 

・ 自己の責任により指定された期間にすべての研修動画の視聴を終える

ことができなかった場合 

・ 通信環境等により研修動画が視聴できなかった場合 

（６）提出期限の特例 

政治資金適正化委員会は、（１）又は（３）に定める日後に、研修事前申

込書又は政治資金監査研修申込書が提出されたときは、その受講希望日時
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の研修に空きがあり、かつ、当該研修の実施に支障がないと認められる場

合に限り、研修受講の手続を進めることができるものとする。 

 

６ 研修受講者の遵守事項 

（１） 集合研修・個別研修 

  研修受講者は、指定された日時及び会場において研修を受講しなければな

らない。また、研修会場となる施設の諸規定を遵守するとともに、政治資金

適正化委員会事務局の職員の指示に従わなければならない。 

（２） リモート研修 

 研修受講者は、指定された受講可能期間内に研修を受講しなければならな

い。また、動画視聴に係る規定を遵守するとともに、政治資金適正化委員会

事務局の職員の指示に従わなければならない。 

 

７ 研修の修了 

  研修受講者は、一回の研修で定められた講義のすべてを履修して研修を修

了する。 

なお、リモート研修の場合は、政治資金適正化委員会が、すべての研修動

画が視聴されていること及び受講者本人による有効な視聴であったことを確

認することをもって研修の修了とする。 

 

８ 政治資金監査研修修了証書の交付 

  政治資金適正化委員会は、研修修了者に対し、政治資金監査研修受講票と

引き換えに、政治資金監査研修修了証書（別紙様式５）を交付する。ただし、

リモート研修の場合は、政治資金適正化委員会が研修の修了を確認した後に

交付するものとする。 

 

９ 登録政治資金監査人名簿への登録等 

  政治資金適正化委員会は、研修修了者について、登録政治資金監査人名簿

に研修の修了年月日を付記するとともに、原則として総務省ホームページに

おいて研修の修了の有無を公告する。 

 

１０ 雑則 

  この要領に定めるもののほか、研修の実施に関し必要な事項は、委員長が
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委員会に諮って定める。 

 

附 則 

 この実施要領は、平成２０年１２月１０日から施行する。 

 ただし、平成２０年度に行う研修については、別紙様式１の注意事項に掲げ

た期日によることなく、別途政治資金適正化委員会事務局が定める期日により

取り扱うことができるものとする。 

 

   附 則 

 改正後の実施要領は、平成２２年１２月８日から施行する。 

 

附 則 

 改正後の実施要領は、平成２５年７月１５日から施行する。 

 

附 則 

 改正後の実施要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 改正後の実施要領は、平成３０年８月９日から施行する。 

 

附 則 

 改正後の実施要領は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則 

 改正後の実施要領は、令和３年●月●日から施行する。 
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（別紙様式１） 

令和  年  月  日 

政治資金適正化委員会事務局 あて 

 

政治資金監査に関する研修事前申込書 

 

氏 名  

 

登録政治資金監査人 

登  録  番  号 

 

 

電 話 番 号   

 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

 

メ ー ル ア ド レ ス  

注意事項 

 

 ○集合研修の申込記入欄 

 研 修 日 研 修 地 委員会使用欄 

第１希望    

第２希望    

注意事項 

 

 ○個別研修の申込記入欄 

場 所   研 修 日 研 修 時 間 

総務省  ：   ～   ： 

注意事項 

 

 

 ○リモート研修の申込記入欄 

   研 修 月 

第１希望  

第２希望  

注意事項 

 

 

※「注意事項」については、研修の実施方法等に応じて適宜の記載をする。 

  

… 

… 

… 

… 
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（別紙様式２） 

 

令和  年  月  日 

 様 

                           政治資金適正化委員会 

                            事務局長 

 

政治資金監査研修受講決定通知書 

 

政治資金規正法第１９条の２７第１項の規定による政治資金監査に関する研修につい

て、下記のとおり受講者を決定しましたので、通知します。 

 

記 
 

受 講 者 氏 名  

 

登 録 番 号  

 

研 修 日 時  

 

研 修 会 場 

 

 

携  行  品 

 

 

 

注意事項 

（１）別紙様式３の政治資金監査研修申込書（必要な事項を記入し、研修手数料６千円分の収入印紙を 
貼付したもの。）を、〇○年〇○月〇○日（〇）までに必着するよう政治資金適正化委員会事務局宛 

て提出してください。（集合研修の場合） 

  又は、 

（１）別紙様式３の政治資金監査研修申込書（必要な事項を記入し、研修手数料６千円分の収入印紙を貼 

付したもの。）を、研修当日、政治資金適正化委員会事務局に提出してください。（個別研修の場合） 

 （２）研修当日、登録政治資金監査人証票により本人確認をしますので、必ず登録政治資金監査人証票を

ご持参ください。 

 （３）途中入場は認めません。また、途中退出（離席を含む）した場合は、政治資金監査研修修了証書を交

付しません。 

   

 

※「注意事項」については、研修の実施方法等に応じて適宜の記載をする。 

  

… 
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（別紙様式３） 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

政治資金適正化委員会 殿 

  

 

                     申込者 氏名 

                         住所 

 

 

政治資金監査研修申込書 

 

政治資金規正法第１９条の２７第１項の規定による政治資金監査に関する研修を受けた

いので、下記のとおり申し込みます。 

 

記 
 

受 講 者 氏 名  

 

登 録 番 号  

 

研 修 日 時 

 

 

研 修 会 場 

 

※ 

※欄：リモート研修の場合は「リモート研修」と記載 

 

 

収入印紙貼付欄 

６千円 

消印しないこと 
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（別紙様式４） 

 

政治資金監査研修受講票 

 

受 講 者 氏 名  

 

登 録 番 号  

 

研 修 日 時  

 

研 修 会 場 

 

 

携  行  品 

 

 

 

注意事項 

 （１）研修修了後、この受講票と引き換えに、政治資金監査研修修了証書を交付しますので、研修の当日、

必ずご持参ください。また、研修修了時まで大切に保管してください。（集合研修の場合） 

     又は、 

 （１）研修修了後、この受講票と引き換えに、政治資金監査研修修了証書を交付しますので、研修修了時

まで大切に保管してください。（個別研修の場合） 

 （２）政治資金監査研修受講決定通知書に記載の注意事項をよく確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「注意事項」については、研修の実施方法等に応じて適宜の記載をする。 

 

 

 

… 
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（別紙様式５） 

 

政治資金監査研修修了証書 

 

（氏  名） 

（登録番号）第     号 

 

 上記の者は、政治資金規正法第１９条の２７第１項の規定による政治資

金監査に関する研修を修了したことを証する。 

 

   年  月  日 

 

政治資金適正化委員会 

                  委員長         印 

 

 

 


